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 この概要版は、第８次氷見市総合計画の策定にあたり、市民から幅広く意見を聞き、計画策定の基礎資料

として活用することを目的として実施した調査の結果をまとめたものです。 

 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査対象  平成２２年６月１日現在の住民基本台帳から無作為等間隔抽出した１８歳以上３，０００人 

 

２ 調査方法  郵送による配付と回収（無記名） 

 

３ 調査期間  平成２２年６月から７月まで 

 

４ 回収結果 

配付数 回収数 回収率 

３，０００人 

（３，０００人） 

１，８６９人 

（１，７４３人） 

６２．３％ 

（５８．１％） 

   ※括弧内は、前回調査の数値であり、調査対象及び調査方法は、本調査と同様です。 

 

５ 数値の表記 

各集計結果に示した回答数の割合（％表記）は、原則として無回答者を含めた当該設問の全回答者数に対

する割合を示しています。数値は小数第２位で四捨五入しているため、合計の数値が１００％にならない場

合があります。（１人に２以上の回答を求める設問では、合計が１００％を超えます。） 

 

６ 前回調査との比較 

  一部の設問について、平成１２年に実施した「氷見市民意識調査」（以下、「平成１２年調査」と標記しま

す。）との比較を行っています。 
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Ⅱ 今回の調査結果の特徴    

 

１ 総合計画において力を入れるべき施策について 

  今後１０年間のまちづくりの方向性について、次の分野ごとに考え方を尋ねた。 

※いずれも３項目まで選択する設問（平成１２年調査も同様） 

 

⑴⑴⑴⑴    社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備    

   今回調査では、上位から「雪に強いまちづくり（２９．６％）」、「街路や生活道路の整備（２５．７％）」、

「生活交通の確保（中山間地域のバス路線の存続など）（２３．１％）」と身近な生活環境の充実に関するも

のの割合が高くなっている。平成１２年調査で上位を占めていた「能越自動車道の早期開通（３４．３％→

１６．４％）」、「国道などの幹線道路の整備（２８．６％→１０．４％）」は、それぞれ整備が進捗したこと

により低下した。 

   新たな課題として、「限界集落対策」を望む回答もあった。 

    

⑵⑵⑵⑵    福祉福祉福祉福祉・・・・生活生活生活生活    

   今回調査では、平成１２年調査と同じく上位から「高齢者福祉の充実（５１．９％）」、「保健・医療の充

実と健康づくりの支援（４４．４％）」の順になっている。続いて、近年における能登半島地震やゲリラ豪

雨等の災害の増加を背景に「消防・救急、防災・危機管理体制の充実（７．２％→２０．７％）」を望む回

答が多かった。 

 

⑶⑶⑶⑶    産業産業産業産業・・・・教育教育教育教育・・・・文化文化文化文化    

   今回調査では、平成１２年調査と同じく上位から「若者・高齢者の雇用対策の推進（４０．７％）」、「若

者の定住対策の強化（３８．５％）」、「中小企業・地元産業の振興（３６．９％）」という順で、産業振興や

雇用確保を望む結果は変わっていない。 

 

 

２ 分野別の重点施策項目 

各課題への対応策について項目ごとに考え方を尋ねた。 

 

⑴⑴⑴⑴    高齢化対策高齢化対策高齢化対策高齢化対策についてについてについてについて（３項目まで選択する設問（平成１２年調査も同様））    

高齢化対策については、上位から「地域医療の充実（３８．９％）」、「独居老人、高齢者世帯の安全対策や

買物サービス等の生活支援の推進（３７．５％）」、「高齢者の雇用の創出（３０．７％）」、「在宅サービスの

充実（３０．０％）」、「施設サービスの充実（２８．０％）」、「介護予防事業の充実（２５．４％）」の順に

なっており、日常生活を支える保健・福祉・医療の充実とともに、元気な高齢者の活用も望まれている。 

 

⑵⑵⑵⑵    少子化対策少子化対策少子化対策少子化対策についてについてについてについて（３項目まで選択する設問（平成１２年調査も同様））    

少子化対策については、「小児救急体制の充実（３４．６％）」、「子どもに対する医療費の助成など経済的

支援の充実（３２．２％）」が上位を占め、子どもの医療体制の充実を求める意見が多かった。また、平成



 

- 3 - 

１２年調査で最も割合が高かった「延長保育や休日保育などの保育サービスの充実（３５．１％→２０．

４％）」は、保育サービスの充実が進んだことにより減少する一方で、「子どもが安心して遊ぶことができる

地域住民の目配りや気配りの環境づくり（１７．０％→２４．７％）」、「企業等に対する出産休暇、育児休

暇に対する理解の醸成（１７．７％→２２．１％）」といった、子育ては地域社会や企業等で支援するもの

であるとの意識に基づく回答が増加している。 

 

⑶⑶⑶⑶    教育教育教育教育、、、、文化文化文化文化のののの振興振興振興振興についてについてについてについて（３項目まで選択する設問（平成１２年調査も同様））    

教育、文化の振興については、上位から「郷土の良さを知り、郷土を愛する教育の充実（４１．５％）」、

「学校・家庭・地域の連携強化（３８．７％）」となっており、愛郷心の醸成や地域に根ざした教育が求め

られている。また、平成１２年調査と比較して「学校施設の整備充実（２０．８％→３５．８％）」が大き

く伸びたほか、「獅子舞やまつりなどの伝統芸能・文化・行事などの保存と伝承への支援（３１．５％→２

８．８％）」も根強い。 

 

⑷⑷⑷⑷    中山間地活性化対策中山間地活性化対策中山間地活性化対策中山間地活性化対策についてについてについてについて（３項目まで選択する設問（平成１２年調査も同様））    

中山間地活性化対策については、平成１２年調査で１位だった「幹線道路・集落内道路の整備（３４．９％

→２１．３％）」が大幅に減少する一方、「へき地巡回診療など医療サービスの充実（１７．１→３３．５％）」、

「路線バスなど公共交通機関の維持（２３．１％→３４．６％）」、「除雪の徹底、融雪装置の整備（３０．

４％→４２．８％）」、「集落ごとの特色を生かした活性化事業の提案促進と事業への支援（１２．４％→１

８．４％）」が増加している。 

 

⑸⑸⑸⑸    観光振興観光振興観光振興観光振興についてについてについてについて（２項目まで選択する設問（平成１２年調査も同様））    

平成１２年調査は観光に対するイメージを問うものであったが、今回は、具体的な施策について回答を求

めたところ、上位から「大都市圏に向けた観光宣伝・ＰＲの強化（３０．０％）」、「市民自らが地元の魅力

を再認識するための取り組みの促進（２４．３％）」、「近隣都市と連携した情報発信の推進（２１．８％）」

の順となっており、北陸新幹線開業を控え、地域資源の活用や広域観光の推進を重視する結果となった。 

 

 

３ 協働のまちづくりについて 

今回の調査では、「協働のまちづくり」についての項目を新たに設け考え方を尋ねた。 

「協働のまちづくり」が行われているかとの問いについては「思う」、「まあまあそう思う」という肯定的な

回答は合わせて２２．２％という結果であったものの、市民、企業、行政がそれぞれ担うべき事項についての

問いには、市民が主体となることとしては「ごみの減量・リサイクル（４１．６％）」、「まちの美化・緑化（３

０．９％）」が、企業が主体となることとしては「産業振興（３８．３％）」、「ごみの減量・リサイクル（３２．

９％）」が、行政が主体となることとしては「高齢者の支援（４３．９％）」、「子育て支援（３４．１％）」が上

位を占めるなど、市民が考える３者の役割の違いが明らかとなった。 

また、「協働のまちづくり」を推進していくために何が必要であるかの問いには「市民と行政の交流や意見

交換の機会の拡大（２７．７％）」、「市政の情報提供の充実（２３．６％）」が必要であると続き、市民が市政

に触れる機会の増大が望まれている。 
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Ⅲ 調査結果 

 

１１１１    回答者回答者回答者回答者のののの属性属性属性属性    

問１⑴ 性別・⑵ 年齢層 

 

回答者数 

計 男性 女性 無回答

合計 1,869 810 1,051 8

10歳代 19 11 8 0

20歳代 123 60 63 0

30歳代 215 91 124 0

40歳代 218 98 119 1

50歳代 337 147 190 0

60歳代 429 180 247 2

70歳代 319 146 171 2

80歳以上 205 76 128 1

無回答 4 1 1 2 

 

回答者の割合 

合計 男性 女性 無回答 合計 男性 女性 合計 男性 女性

合計 100.0% 43.3% 56.2% 0.4% 100.0% 47.3% 52.7% 0.0% -3.9% 3.5%

10歳代 1.0% 0.6% 0.4% 0.0% 2.0% 1.0% 1.0% -1.0% -0.4% -0.6%

20歳代 6.6% 3.2% 3.4% 0.0% 10.4% 5.5% 4.9% -3.8% -2.3% -1.5%

30歳代 11.5% 4.9% 6.6% 0.0% 13.7% 7.2% 6.4% -2.2% -2.3% 0.2%

40歳代 11.7% 5.2% 6.4% 0.1% 12.4% 6.1% 6.4% -0.8% -0.8% 0.0%

50歳代 18.0% 7.9% 10.2% 0.0% 16.4% 8.1% 8.3% 1.7% -0.2% 1.9%

60歳代 23.0% 9.6% 13.2% 0.1% 18.8% 9.2% 9.6% 4.2% 0.4% 3.6%

70歳代 17.1% 7.8% 9.1% 0.1% 15.1% 6.3% 8.7% 2.0% 1.5% 0.4%

80歳以上 11.0% 4.1% 6.8% 0.1% 11.2% 3.8% 7.4% -0.3% 0.3% -0.6%

無回答 0.2% 0.1% 0.1% 0.1%

本調査の回答者(a) 氷見市人口(b) 乖離(a-b)

 

 

問１⑶ 居住地区 

神代
3.2%

朝日丘

11.7%

東

10.5%

加納
6.0%

女良
2.6%

熊無
2.9%

速川

3.6%

余川
1.9%

久目
2.9%

八代
1.2%碁石

1.6%

阿尾
2.9%

薮田
1.7%

十二町
5.6%

布勢
2.6%

仏生寺
2.5%

上庄
6.4%

宇波
3.4%

無回答
1.1%

稲積
2.6%

窪
15.7%

宮田
7.2%

n=1,869
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問１⑷－１ 職業                       問１⑷－２ 給与所得者の勤務地 

給与所得者
33.3%

家事従事者
10.7%

学生
1.8%

無職
28.1%

その他
1.8%

無回答
1.1%

自営業
6.6%

漁業
0.4%

農業・林業
5.7%

パート・アルバイ
ト・フリーター

10.3%

n=1,869

 

市内
47.3%

市外
50.8%

無回答
1.9%

n=622

 

問１⑸ 同居家族数                      問１⑹ 居住来歴 

4人
20.8%

5人
13.9%

6人以上
19.2%

無回答
0.5%

3人
21.1%

2人
19.5%

1人
5.0%

n=1,869

 

氷見市内で生ま
れて市外に転出
した後氷見市に

戻ってきた
19.5%

生まれてから
ずっと氷見市内
に住んでいる

60.7%

市外で生まれ、
氷見市へ転入し

てきた
16.2%

無回答
3.6%

n=1,869

 
 

問１⑺ 転入後の経過年数                 問１⑻ 転入前の居住地 

20～29年

17.8%

10～19年

15.6%

５～９年

10.2%

50年以上住ん

でいる

9.0%

40～49年

15.0%

30～39年

17.8%

無回答

7.2%

５年に満たない

7.3%

n=667

 

無回答

7.5%

県外に住んでい

た

50.7%

富山県内の他

の市町村に住

んでいた

41.8%

n=667
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２２２２    居住意向居住意向居住意向居住意向    

問２ あなたは、これからも今お住まいの所に住みたいと思いますか。（１つだけ〇） 

できればよそに
移りたい

4.7%

よそに移りたい
1.6%

無回答
6.1%

住み続けたい
57.0%

できれば住み続
けたい
18.5%

どちらともいえな
い

12.1%

n=1,869

 

 (問２で「住み続けたい」または「できれば住み続けたい」とお答えの方におたずねします) 

⑴ あなたが住み続けたいと思う理由を、お選びください。（１つだけ〇） 

無回答
2.0%

買い物などに都
合がよい

5.0%

教育の環境がよ
い

0.6%

生活環境がよい
18.3%

その他
3.6%

住みなれて愛着
がある
65.3%

仕事や通勤の関
係で
5.2%

n=1,411

 

 

  「住み続けたい」、「できれば住み続けたい」を合わせた定住意向の回答は全体の７５．５％となっており、

定住理由については、「住みなれて愛着がある」との回答が３分の２近くに達している。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年調査では、「住み続けたい」、「できれば住み続けたい」を合わせて７１．７％であったが、今回

は３．８％増となっている。 
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(問２で「できればよそに移りたい」または「よそに移りたい」とお答えの方におたずねします) 

⑵ あなたがよそに移りたい理由を、お選びください。（１つだけ〇） 

公共交通が不便
だから
18.8%

買い物などに不
便

11.1%

仕事や通勤の関
係で
13.7%

生活環境が悪い
16.2%

教育の環境が悪
い

3.4%

道路整備が悪い
から
2.6%

無回答
3.4%

その他
16.2%

地価が高いから
0.9%

いくら住んでも愛
着がわかない

13.7%

n=117

 

⑶ よそに移るとすれば、どこへ移りたいとお考えですか。（１つだけ〇） 

上記以外の富山
県内
8.5%

無回答
3.4%

県外
27.4%

碁石
0.9%

高岡市
22.2%

富山市
12.0%

射水市
7.7%

加納
1.7%

東
3.4%朝日丘

4.3%

上庄
0.9%

窪
6.0%

稲積
1.7%

n=117

 

 

「よそに移りたい」、「できればよそに移りたい」を合わせた転出意向の回答は全体の６．３％となっており、

理由については、「公共交通が不便だから」、「生活環境が悪い」、「仕事や通勤の関係で」、「いくら住んでも愛着

がわかない」などさまざまな理由が挙げられており、転出先としては市外を挙げる回答は７７．８％に達して

いる。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年調査では、「よそに移りたい」、「できればよそに移りたい」を合わせて１０．３％であったが今回

は４．０％減となっている。 
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３３３３    市政参加市政参加市政参加市政参加    

問３ あなたは、市の仕事や行事などをどのような方法でお知りになりますか。（２つまで○） 

77.0

29.5

22.7

13.1

6.0

1.9

0.9

0.5

2.5

4.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

「広報ひみ」で

新聞、ＮＨＫや民放テレビ・ラジオなどの報道で

ケーブルテレビを見て

自治会、婦人会など各団体の活動に参加して

関心がない

インターネット、メール配信サービスで

市役所の会合、市職員などから

議会の傍聴や市議会議員・政党の地域活動で

その他

無回答

（％）
n=1,869

 

市の情報を知る方法として「広報ひみ」を挙げた人は全体の７７．０％に達している。 

 

 

問４ 市政への市民参加を進める方法として、あなたが希望するものは何ですか。（２つまで〇） 

37.7

18.8

17.4

16.5

12.9

11.8

10.3

8.3

5.5

2.1

8.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40

アンケートなどを通じて市民の声を吸いあげてほしい

自治会や婦人会などで話し合ったことが市政に反映されるようにしてほしい

自治会など身近なところで市職員と意見交換する場をつくってほしい

まちまわり市民号（市政バス）など氷見市をよく知る機会をふやしてほしい

関心がない

市民同士で気軽に市政について意見交換ができる場をつくってほしい

市長と直接対話できる機会をふやしてほしい

インターネットの掲示板など、相互伝達の場がほしい

議会の開催を傍聴しやすい日曜、または夜間にしてほしい

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
 

  市政への市民参加の方法としては、「アンケートなどを通じて市民の声を吸いあげてほしい」が３７．７％と

最も多い。 

 

 

問５ あなたは、氷見市に総合計画があることをご存知ですか。（１つだけ〇） 

42.7

27.7

21.2

3.9

4.4

0 10 20 30 40 50

全く知らない

あることは知っているが内容は知らない

聞いたことがあるような気がする

あることも、内容も知っている

無回答

（％）
n=1,869

                 

  総合計画の認知度については、「全く知らない」との回答が４２．７％に達した。「あることも、内容も知っ

ている」との回答は３．９％にとどまった。 
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４４４４    総合計画総合計画総合計画総合計画においてにおいてにおいてにおいて力力力力をををを入入入入れるべきれるべきれるべきれるべき施策施策施策施策    

問６ 総合計画では今後１０年間のまちづくりの方向を定めることとしています。市として今後どのよう

な施策に力を入れていくべきとお考えですか。 

⑴ 道路や上下水道、住宅など社会基盤の分野について、今後１０年間で特に力を入れていく必要があ

ると思われる施策を選んでください。（３つまで〇） 

7.4

3.5

3.5

3.5

8.5

8.5

9.1

10.4

11.7

12.9

13.6

13.8

14.9

16.4

18.6

19.3

23.1

25.7

29.6

0 5 10 15 20 25 30 35

無回答

その他

公共住宅の建設

住宅用地の造成推進

下水道の整備

交通安全対策の充実

情報通信基盤の充実

国道などの幹線道路の整備

駐車場の確保

ＪＲ氷見線の利便性向上

公園、緑地の確保

農山漁村の生活環境の整備

地すべり防止や海岸保全など防災対策

能越自動車道の早期開通

計画的な土地利用の推進

ごみ処理施設・リサイクル体制の充実

生活交通の確保（中山間地域のバス路線の存続など）

街路や生活道路の整備

雪に強いまちづくり

（％）

n=1,869

 

 

社会基盤整備については、「雪に強いまちづくり」、「街路や生活道路の整備」、「生活交通の確保」、「ごみ処理

施設・リサイクル体制の充実」といった回答が多く、身近な生活環境への関心が高い。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年調査の結果と比較すると、「能越自動車道の早期開通(３４．３％)」、「国道などの幹線道路の整備

（２８．６％）」の回答割合が低下しており、能越自動車道が氷見市内まで到達したことや、国道バイパス整備

の進展などを背景に、幹線道路の整備は一段落したとの意識が働いたものと思われる。 

  一方、「雪に強いまちづくり（１５．９％）」、「ごみ処理施設・リサイクル体制の充実（１０．５％）」の回答

が増加しており、身近な生活環境への関心の高まりをうかがうことができる。 

 

 ※（ ）内は平成１２年調査の割合 
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⑵ 福祉や生活などの分野について、今後１０年間で特に力を入れていく必要があると思われる施策を選ん

でください。（３つまで〇） 

51.9

44.4

20.7

19.8

15.7

11.7

11.1

9.9

9.8

9.5

9.3

7.9

7.8

7.5

7.0

4.7

4.6

2.2

1.7

7.0

0 10 20 30 40 50 60

高齢者福祉の充実

保健・医療の充実と健康づくりの支援

消防・救急、防災・危機管理体制の充実

子育て支援の充実（親学びの推進、放課後児童対策など）

地域総合福祉（地域の支え合い）の推進

地域コミュニティ活動の支援

青少年の非行防止と健全育成のための活動の推進

障害者福祉の充実

保育環境の整備（サービス内容の充実、施設の整備など）

児童福祉、母子福祉の充実

消費者保護対策の充実

文化財や伝統芸能などの地域の魅力の保存・活用

自然環境の保全・公害防止対策の充実

防犯対策の推進

市街地などのバリアフリー化の推進

循環型・脱温暖化社会の構築

ボランティア、ＮＰＯ活動の支援

虐待、ＤＶ（配偶者等から振るわれる暴力）対策の充実

その他

無回答

（％）

n=1,869

 

福祉・生活の分野では、半数を超えている「高齢者福祉の充実」と、「保健・医療の充実と健康づくりの支

援」が突出している。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

平成１２年調査と比較すると、近年における能登半島地震やゲリラ豪雨等の災害の増加を背景に「消防・

救急、防災・危機管理体制の充実（７．２％）」を望む回答が多かった。 

 

 

 

⑶ 産業や教育、文化などの分野について、今後１０年間で特に力を入れていく必要があると思われる

施策を選んでください。（３つまで〇） 

40.7

38.5

36.9

22.2

20.7

20.2

16.9

15.5

10.3

8.2

8.0

7.8

2.5

2.1

1.3

8.5

0 10 20 30 40 50

若者・高齢者の雇用対策の推進

若者の定住対策の強化

中小企業・地元産業の振興

観光資源の活用と観光振興

企業立地の促進（立地基盤整備、企業誘致など）

中心市街地のにぎわいの創出

教育環境の整備（学校施設の充実、複式学級の解消など）

市民と行政が協力してまちづくりを行う協働のまちづくりの推進

スポーツ・レクリエーションの振興

創業・起業の支援

生涯学習の振興

芸術・文化の振興

男女共同参画の推進

国際化の推進

その他

無回答

（％）

n=1,869

 



 

- 11 - 

 

  産業・教育・文化の分野については、「若者・高齢者の雇用対策の推進」、「若者の定住対策の強化」、「中小企

業・地元産業の振興」に回答が集中し、産業振興や雇用確保への意向の強さが現れる結果となっている。 

 

 

 

⑷ 市行政について、今後１０年間で特に力を入れていく必要があると思われるものを選んでください。

（１つだけ〇） 

21.1

20.2

19.2

17.9

5.4

3.4

1.9

1.7

9.3

0 5 10 15 20 25

職員の意識改革

市のイメージアップの推進

情報公開の推進（オープンでわかりやすい市政）

行財政改革（効率的な市政）

地方分権・地域主権の推進

広域行政の推進

電子化・情報化の推進

その他

無回答

（％）

n=1,869

 

 

  市の行政運営の分野については、「職員の意識改革」、「市のイメージアップの推進」、「情報公開の推進」、「行

財政改革」がほぼ横並びという結果となっている。 
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５５５５    分野別分野別分野別分野別のののの重点施策項目重点施策項目重点施策項目重点施策項目    

問７ 氷見市への若者の定着、流入を促進するため、市が今後より力を入れるべき施策はどのようなもの

とお考えですか。（３つまで〇） 

67.3

44.7

22.8

21.7

19.3

14.2

12.5

12.4

11.8

10.2

8.6

8.4

4.5

2.0

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

若者が魅力を感じられる職場の確保

子どもへの医療費助成や保育内容の充実など子育て環境の向上

美しい自然や歴史文化、新鮮な食など氷見市の魅力のアピール

若者の所得水準で入居できる公共住宅の建設

スポーツ・娯楽・文化施設などの整備

講演会、コンサートなど多彩な催し物やイベントの開催

住宅取得に対する低利融資制度等の助成制度の充実

若者の感性にあった街並みの形成

家庭や地域における連帯感の高揚

道路や下水道など生活基盤施設の充実

生涯学習やボランティア活動が活発で生きがいを感じるまちづくり

定住促進のための奨励金制度の充実

住宅建設促進のための住宅用地の造成

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
 

若者の定着・流入については、「若者が魅力を感じられる職場の確保」が突出し、次いで、「子どもへの医療

費助成や保育内容の充実など子育て環境の向上」が続き、雇用と子育て環境が大きな課題として認識されてい

ることがわかる。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年の調査結果では、「若者の感性にあった街並みの形成（３２．４％）」、「スポーツ・娯楽・文化施

設などの整備（３０．８％）」などの回答が多かったが、今回調査では、「子どもへの医療費助成や保育内容の

充実など子育て環境の向上（１７．７％）」に回答が集中している。また、「若者の所得水準で入居できる公共

住宅の建設（５．６％）」も前回と比較して増加している。若者定着に必要なこととして、子育て環境や住環境

の整備など、個人の暮らしやすさに直接つながる内容が重視される様子がうかがえる。 

 

※（ ）内は平成１２年調査の割合 
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問８ 氷見市では今後さらに高齢化が進むと予想されますが、市が今後より力を入れるべき施策はどのような

ものとお考えですか。（３つまで○） 

38.9

37.5

30.7

30.0

28.0

25.4

15.8

12.3

11.4

9.0

8.5

7.6

6.8

4.6

1.5

4.4

0 10 20 30 40 50

地域医療の充実

独居老人、高齢者世帯の安全対策や買い物サービス等の生活支援の推進

高齢者の雇用の創出

在宅サービスの充実（デイサービス、ホームヘルプなど）

施設サービスの充実（介護老人福祉施設など）

介護予防事業の充実

高齢者が集う地域の交流サロンの整備

高齢者向け集合住宅の整備

各種相談事業の充実・情報の提供

バリアフリー化（建築物の段差解消等）など高齢者にやさしいまちづくり

生涯学習機会の充実

世代間の相互理解・交流機会の充実

文化・スポーツサークル等の充実

ボランティア、ＮＰＯ等の育成

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
  高齢化の対応については、「地域医療の充実」と「独居老人、高齢者世帯の安全対策や買い物サービス等の生

活支援の推進」が約４割、次いで「高齢者の雇用の創出」、「在宅サービスの充実（デイサービス、ホームヘル

プなど）」、「施設サービスの充実」、「介護予防事業の充実」の順となっている。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年調査と選択項目を変更したので単純比較はできないが、平成１２年調査では、「年金、介護保険な

ど社会保障の充実（５１．３％）」、「在宅介護の充実（４１．９％）」「高齢者の働く機会の創出（４０．６％）」

が上位を占めていたのに対し、今回調査では、新たに設けた「地域医療の充実」と「独居老人、高齢者世帯の

安全対策や買い物サービス等の生活支援の推進」、「介護予防事業の充実」への回答が多く、老後への心配から

健康で支障なく暮らせることを望む現実的な生活重視へとシフトしていることがうかがえる。 

 

※（ ）内は平成１２年調査の割合 

 

 

問９ 安心して子どもを生み育てられる環境づくりのために、市が今後より力を入れるべき施策はどのよ

うなものとお考えですか。（３つまで○） 

34.6

32.2

24.7

22.1

20.4

18.5

18.1

17.4

17.0

15.0

11.9

10.8

8.3

5.1

4.2

3.8

1.1

6.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40

小児救急体制の充実

子どもに対する医療費の助成など経済的支援の充実

子どもが安心して遊ぶことができる地域住民の目配りや気配りの環境づくり

企業等に対する出産休暇、育児休暇に対する理解の醸成

延長保育や休日保育などの保育サービスの充実

遊び場、公園の整備

地域子育てセンターなど気軽に相談できる機能の充実

学童保育の拡充

保育料の軽減制度の拡充

家族で家事・育児を協力して行う意識の醸成

病児保育、病後児保育、体調不良児保育などの保育サービスの充実

いつでも気軽に相談できる電話相談の充実

子育てに対する近所の人たちの助け合い意識の醸成

育児ボランティアの育成

自主的な育児サークル活動への支援

一時保育体制の充実

その他

無回答

（％）

n=1,869
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  子育て環境向上については、「小児救急体制の充実」、「子どもに対する医療費の助成など経済的支援の充実」

といった、子どもの医療体制の充実を求める回答に次いで、地域社会、企業などへの理解の促進を求める回答

が多くなっている。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年の調査と比較すると、「延長保育や休日保育などの保育サービスの充実（３５．１％）」が低下し

ているほか、「家族で家事・育児を協力して行う意識の醸成（２５．６％）」も大きく減少しており、保育サー

ビスの充実が進んだことに加え、子育てを家庭内で分担することへの理解が進んでいることをうかがわせる。 

  その一方で、「小児救急体制の充実（２７．１％）」、「子どもに対する医療費の助成など経済的支援の充実（２

６．４％）」、「学童保育の拡充」といった項目が増加し、子育てに対する切実なニーズが表出している。また、

「子どもが安心して遊ぶことができる地域住民の目配りや気配りの環境づくり（１７．０％）」、「企業等に対す

る出産休暇、育児休暇に対する理解の醸成（１７．７％）」といった、子育ては地域社会や企業等で支援するも

のであるとの意識に基づく項目も回答が増加している。 

 

※（ ）内は平成１２年調査の割合 

 

 

問１０ 教育、文化の振興について、市が今後より力を入れるべき施策はどのようなものとお考えですか。

（３つまで○） 

41.5

38.7

35.8

28.8

18.4

17.0

15.7

15.5

12.4

11.3

8.5

2.0

6.4

0 10 20 30 40 50

郷土の良さを知り、郷土を愛する教育の充実

学校・家庭・地域の連携強化

学校施設の整備充実

獅子舞やまつりなどの伝統芸能・文化・行事などの保存と伝承への支援

優れた芸術公演や作品展の誘致による鑑賞機会の拡充

公民館活動など地域密着型の文化活動への支援

文化財を知り、触れる機会の拡充

生涯学習講座の充実

天然記念物、史跡などの文化財の保護強化

芸術・文化活動を推進する指導者の育成

芸術・文化活動団体の支援強化

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
  教育・文化振興については、「郷土の良さを知り、郷土を愛する教育の充実」、「学校・家庭・地域の連携強化」、

「学校施設の整備充実」への回答が多かった。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年調査と選択項目を変更したので単純比較はできないが、地震、学校統合などへの関心の高さから

か平成１２年調査と比較して「学校施設の整備充実（２０．８％）」が大きな伸びを見せる一方で、「情報化、

国際化など時代にあった教育の充実（３５．７％）」に変わり、今回、新たに設けた「郷土の良さを知り、郷土

を愛する教育の充実」が最も多くなっている。 

また、「学校・家庭・地域の連携強化（２４．３％）」といった項目が増加しており、時代の流れに即した教

育から愛郷心の譲成や地域に根ざした教育へとシフトしていることがうかがえる。 

 

※（ ）内は平成１２年調査の割合 
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問１１ 環境問題への対応として、市が今後より力を入れるべき施策はどのようなものとお考えですか。（３

つまで〇） 

37.6

32.1

31.9

26.6

22.6

16.6

15.6

15.5

14.3

14.0

12.3

7.1

1.1

7.3

0 10 20 30 40

ゴミの減量やリサイクルの推進

緑化等による森林の保全

河川等の水環境の保全

太陽光や風力発電など、自然エネルギーの導入促進

鉄道やバスなど公共交通機関の利用促進

家庭や企業に対する省エネルギーの啓発

リサイクル製品やエコカーなど環境に配慮した物品類の優先的な導入

間伐材等の地元産材需要の拡大

エコ農業など環境に配慮した産業活動への支援

環境学習の機会の充実

環境活動に取り組む市民団体などへの活動支援

多様な野生動植物の保護

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
  環境問題対応については、「ゴミの減量やリサイクルの推進」、「緑化等による森林の保全」、「河川等の水環境

の保全」といった回答が上位を占める結果なったが、回答は分散している。 

 

 

問１２ 中山間地における活性化方策として、市が今後より力を入れるべき施策はどのようなものとお考

えですか。（３つまで○） 

42.8

34.6

33.5

21.3

20.3

18.4

17.0

12.4

11.4

10.2

10.0

7.6

5.9

4.0

0.9

7.1

0 10 20 30 40 50

除雪の徹底、融雪装置の整備

路線バスなど公共交通機関の維持

へき地巡回診療など医療サービスの充実

幹線道路・集落内道路の整備

空き家への都市住民等の移住・定住の促進

集落ごとの特色を生かした活性化事業の提案促進と事業への支援

上下水道等の生活環境の整備

農地保全のため農作業を受託する市民団体等への支援

集落のリーダーとなる人材の確保・育成

集落点検（集落の現状の調査）による課題等の把握

棚田オーナー制度のような都市住民等との交流機会の拡大

グリーンツーリズム（農山漁村地域での滞在型余暇活動）等の体験観光の推進

都市部からの小学生の体験学習の受け入れ

複数集落の連携体制づくり

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
中山間地活性化については、「除雪の徹底、融雪装置の整備」、「路線バスなど公共交通機関の維持」、「へき

地巡回診療など医療サービスの充実」など日常生活に直接関わる内容が多く回答されている。一方、「集落ごと

の特色を生かした活性化事業の提案促進と事業への支援」が平成１２年調査より増加しているが、地区によっ

て回答率の差が大きい。 

 

＜平成１２年調査との比較＞ 

  平成１２年の調査結果と比較すると、前回１位だった「幹線道路・集落内道路の整備（３４．９％）」の回答

が大幅に低下する一方、「除雪の徹底、融雪装置の整備（３４．０％）」、「路線バスなど公共交通機関の維持（２

３．１％）」、「へき地巡回診療など医療サービスの充実（１７．１％）」の回答が増加しており、中山間地域に

おける住民ニーズの変化をうかがわせる。また、「集落ごとの特色を生かした活性化事業の提案促進と事業への

支援（１２．４％）」が増加していることも注目される。 

 

※（ ）内は平成１２年調査の割合 
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６６６６    産業振興産業振興産業振興産業振興においてにおいてにおいてにおいて力力力力をををを入入入入れるべきれるべきれるべきれるべき施策施策施策施策    

問１３ 産業振興についておたずねします。市として今後どのような施策に力を入れていくべきとお考え

ですか。 

⑴ 農林業の分野で、力を入れるべき施策を選んでください。（２つまで○） 

35.4

25.3

25.0

12.9

12.1

9.4

8.9

8.4

7.5

4.7

0.5

20.2

0 10 20 30 40

次代の農林業を担う後継者の育成

学校給食等での地元産食材の積極的活用など地産地消（地消地産）の推進

特産品の開発や氷見ブランドの農産物などのＰＲ強化

農道や林道の整備

直売所の開設など農家自らによる販売活動への支援

付加価値の高い農産物づくりへの支援

農山村の生活環境の整備

大規模経営化の促進、中核農家や営農組織の育成

インターネットの活用等による農産物の販路拡大

ほ場やかんがい施設などの生産基盤の整備

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
 

  農林業については、「次代の農林業を担う後継者の育成」、「学校給食等での地元産食材の積極的活用など地産

地消（地消地産）の推進」、「特産品の開発や氷見ブランドの農産物などのＰＲ強化」が多くなっている。 

 

 

 

⑵ 水産業・水産加工業の分野で、力を入れるべき施策を選んでください。（２つまで○） 

44.5

27.1

24.7

17.7

11.0

9.6

8.5

7.1

5.4

0.8

17.1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

次代の水産業を担う後継者の育成

特産品の開発や氷見ブランド水産品のＰＲ強化

学校給食等での地元産食材の積極的活用など地産地消（地消地産）の推進

漁場の造成や栽培漁業などの生産基盤の整備

付加価値の高い水産加工品づくりへの支援

定置網漁見学など観光型漁業の推進

インターネットの活用等による水産物の販路拡大

漁港施設の整備

漁村の生活環境の整備

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
 

水産業・水産加工業の分野については、「次代の水産業を担う後継者の育成」が半数近くに達し、「特産品の

開発や氷見ブランド水産品のＰＲ強化」、「学校給食等での地元産食材の積極的活用など地産地消（地消地産）

の推進」という農業と同様の結果となっている。 
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⑶ 商工業・サービス業の分野で、力を入れるべき施策を選んでください。（２つまで○） 

46.0

41.3

27.0

13.8

12.5

11.7

10.6

0.9

11.8

0 10 20 30 40 50

氷見市の魅力の全国へのＰＲ(「食」「魚」「海」「温泉」「自然景観」など)

魅力ある商店街づくりの支援（駐車場の整備、空き店舗対策の充実など）

企業立地の促進（立地基盤整備、企業誘致など）

創業・起業に対する支援

経営指導、融資制度などの経営支援体制の充実

新商品やサービスの開発支援（異業種交流、地域資源の活用など）

農林水産業と一体となったイベントの開催

その他

無回答

（％）

n=1,869

 

 

  商工業・サービス業の分野では、「氷見市の魅力の全国へのＰＲ」、「魅力ある商店街づくりの支援」に回答が

集中し、観光振興と市街地形成が主要な課題と考えられていることがうかがわれる。 

 

 

 

問１４ 観光振興施策についておたずねします。市として今後どのような施策に力を入れていくべきとお

考えですか。（２つまで○） 

30.0

24.3

21.8

18.7

18.2

18.1

14.2

10.5

8.2

1.4

10.8

0 10 20 30 40

大都市圏に向けた観光宣伝・ＰＲの強化

市民自らが地元の魅力を再認識するための取り組みの促進

高岡市や七尾市など近隣都市と連携した情報発信の推進

観光ボランティアガイドなど地域で観光をもり立てる人の育成

映画やテレビドラマなどの撮影場所として誘致推進

新たな観光施設の整備

地域で新たに観光振興に取り組もうとする人やグループへの支援の拡充

埋もれていた地域資源を掘り起こす取り組みへの支援

他の産業分野から観光業への参入・連携の促進

その他

無回答

（％）

n=1,869

 

 

観光振興については、平成１２年調査は観光に対するイメージを問うものであったが、今回は、具体的な施

策について回答を求めたところ、「大都市圏に向けた観光宣伝・ＰＲの強化」が最も多くの回答を集めた他は、

回答が分散している。観光に対する市民のイメージにさまざまな姿があるものと思われる。 
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問１５ 中心市街地の活性化についておたずねします。今後どのような中心市街地にすべきとお考えです

か。（２つまで○） 

35.5

26.3

22.5

18.2

16.2

14.0

12.6

8.8

6.6

5.1

4.0

1.4

9.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40

住む人にも訪問する人にも魅力的と感じられる街並や空間があるまち

市外から多くの人が訪れる魅力ある観光のまち

子どもや高齢者等が安心して移動できるまち

歩いていける範囲で全てが揃うコンパクトで機能的なまち

商業の中心としての毎日の買い物の機能が充実しているまち

ゆったりとすごせる余裕のある空間があるまち

港町を感じさせる歴史や文化が生かされたまち

にぎわいを創出するイベントが多く開催されるまち

人のにぎわう風景や地域資源がおもしろいまち

都市的な健康施設等が整備された健康を促進するまち

文化や芸術・趣味などの活動ができるまち

その他

無回答

（％）

n=1,869

 
 

  中心市街地の目指すべき姿については、「住む人にも訪問する人にも魅力的と感じられる街並や空間がある

まち」が最も多かったものの、回答はやはり分散しており、市民が共有する明確なイメージが存在していない

様子が見られている。 
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７７７７    協働協働協働協働のまちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくり    

問１６ 市民と企業、行政が協力してまちづくりを行う「協働のまちづくり」についておたずねします。 

⑴ 現在、市民と企業、行政が協働してまちづくりに取り組んでいると思いますか。(１つだけ〇） 

23.5

21.6

17.7

15.4

11.8

4.5

5.6

0 5 10 15 20 25 30

あまりそう思わない

どちらとも言えない

まあまあそう思う

わからない

思わない

思う

無回答

（％）

n=1,869

 
 

⑵ 市民、企業、行政がそれぞれできること、やるべきことは何だと思いますか。（３つまで○） 

順位

1 ゴミの減量・リサイクル (41.6) 産業振興 (38.3) 高齢者の支援 (43.9)

2 まちの美化・緑化 (30.9) ゴミの減量・リサイクル (32.9) 子育て支援 (34.1)

3 高齢者の支援 (28.3) 自然保護・環境保全 (27.1) 産業振興 (22.0)

4 健康づくり (26.9) 子育て支援 (19.8) 自然保護・環境保全 (19.7)

5 防犯活動 (21.9) まちの美化・緑化 (15.6) 防災活動 (19.5)

市　民 企　業 行　政

※（ ）内は割合 

 

「協働のまちづくり」が行われているかについては「思う」「まあまあそう思う」という肯定的な回答は

合わせて２２．２％という結果であったものの、市民、企業、行政がそれぞれ担うべき事項については、

市民が主体となることとしては「ごみの減量・リサイクル（４１．６％）」、「まちの美化・緑化（３０．

９％）」が、企業が主体となることとしては「産業振興（３８．３％）」、「ごみの減量・リサイクル（３

２．９％）」が、行政が主体となることとしては「高齢者の支援（４３．９％）」、「子育て支援（３４．

１％）」が上位を占めるなど、市民が考える３者の役割の違いが明らかとなった。 

 

 

⑶ 「協働のまちづくり」を推進していくためには、何が必要だと思いますか。（２つまで○） 

27.7

23.6

20.3

18.3

17.1

12.3

12.0

10.5

8.1

6.3

4.3

1.2

0 10 20 30

市民と行政の交流や意見交換の機会の拡大

市政の情報提供の充実

まちづくりなどの計画策定に市民が参加する機会の拡大

広報等による市民活動の情報発信の充実

市民が参加できるイベントや事業の充実

市民活動に対する経費や資機材の支援

協働のまちづくりを推進するリーダーの育成

協働のまちづくりを推進するための行政の窓口（組織）の設置

協働のまちづくりについての研修や講座の実施

市民活動のネットワーク化の推進

市民活動に対する活動拠点の提供

その他

（％）

n=1,869

 
「市民と行政の交流や意見交換の機会の拡大」が２７．７％と最も多く、「市政の情報提供の充実」２３．

６％が続いている。 
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 平成２２年１２月 

氷見市企画広報室 


